
建物賃貸人が賃借人に対して、共益費や消

費税等の不払により建物賃貸借契約を解除し

たとして、賃貸借契約終了に基づき建物の返

還を求めるとともに、未払の共益費及び消費

税の支払を求めた事案において、金銭の請求

については認容されたが、建物の明渡請求は

棄却された事例（東京地裁　平成16年７月22

日判決　一部認容〔確定〕金融法務事情1756

号69頁）

１　事案の概要

Ｘは平成元年３月、Ｙに対し、賃貸期間

「平成元年４月から平成３年3月末まで」、賃

料「月額25万円（共益費を含む）」、特約を

「Ｙは貸室及び共用部分における電気・ガス

代等を負担する、水道・電気料は当社計算様

式による」等とする約定で建物を賃貸（以下

「本件賃貸借契約」という。）した。本件賃貸

借契約は平成５年４月、法定更新され、平成

12年５月、ＸとＹは６月分から建物賃料を月

額16万円、共益費を４万円の計20万円に減額

することで合意（以下「本件合意」という。）

した。

Ｘは、Ｙに対し、平成15年４月、未払の共

益費、電気料金及び消費税相当額の合計190

万円余を支払うよう催告し、支払がない場合

は賃貸借契約を解除する旨の意思表示をし

た。本件賃貸借契約に基づく賃料債権は、債

権者訴外Ａ生命保険株式会社の申立により差

押え（平成９年差押命令）がなされ、その請

求債権は平成14年９月、訴外Ｂ債権回収株式

会社に譲渡された。平成15年１月、Ｂの申立

により競売開始決定がなされ、同年12月株式

会社Ｃが落札して、Ｘは本件建物の所有権を

失っている。Ｘは平成15年11月、ＹのＡ及び

Ｂに対する未払賃料340万円を支払うよう催

告し、支払がない場合は本件賃貸借契約を解

除するとの意思表示をした。

一方、原告を訴外有限会社Ｄ、被告を訴外

株式会社Ｅ、Ｘ、Ｘの代表者甲の３者とし、

訴外Ｆ信託銀行のＥに対する貸金返還請求権

をＤがＦから譲り受けたとする貸金返還請求

権及びＦとＸとの間の連帯保証契約に基づく

連帯保証債務履行請求権等を訴訟物とする訴

訟において、Ｅ、Ｘ及び甲がＤに対して連帯

して残元金の一部５億円を支払うよう命じた

確定判決が存在し、Ｄは、平成15年５月、こ

のうち２百万円をＹに贈与した。Ｙは同債権

を自働債権とし、Ｘの本訴請求債権を受働債

権として対当額で相殺するとの意思表示を示

した。

Ｘは、賃貸借契約終了に基づく建物の返還、

未払の共益費及び消費税等190万円余の支払

を求めて提訴し、Ｙは、Ｘは競売により本件

建物所有権を喪失しており本件建物明渡請求

権を失った、消費税についてＸは税務申告を

しておらず納入する意思もない、本件合意は、

共益費相当額を差押から免れさせることを目

的とするものであり、公序良俗に反し無効で

ある等として争った。

最近の判例から　 眩

競売により所有権を失った賃貸人による
未払共益費等の支払請求が認められた事例

（東京地判　平16・７・22 金法　1756－69）



２　判決の要旨

これに対して、裁判所は次のような判断を

示した。

盧　本件では、Ｙは建物引渡を受けており対

抗要件を具備しているから、本件建物所有

権をＣが競売によって取得したことによ

り、賃貸人たる地位も当然にＣに移転して

いる。従って、Ｘによる本件建物賃貸借契

約の解除が有効である場合にも、契約の終

了に伴い本件建物の返還を請求できる立場

にあるのはＣであってＸでないことは明ら

かであり、Ｘは、解除が有効であるか否か

に関わりなく、Ｙに対して本件建物の返還

を請求することはできない。

盪　Ｙは、本件賃貸借契約締結後長期間にわ

たり消費税を支払ってきており、本件訴訟

提起後初めて異議を申し述べるにいたった

経過等に照らすと、本件賃貸借契約開始時

点ではＹは、消費税の支払義務があると認

めていたというほかなく、消費税支払いを

免れない。消費税を支払った相手方が納税

するか否かは相手方と税務署の問題であ

り、相手方が納税する見込が少いからとい

って消費税の支払いを拒絶する理由とはな

らない。

蘯　共益費が建物賃貸人に入金されなくなる

と最終的には建物の維持管理に支障を生

じ、結局のところ賃料を差押さえた債権者

にとっても不利益をもたらすことになる。

とすると、賃料とは別個に共益費を定める

ことにより差押の効力が共益費には及ばな

いようにすることも一律に不当であるとは

いえない。減額変更後の賃料額等に照らし

て、本件合意は、公序良俗に反するとはい

えず無効とはいえない。

盻　ＤがＹに債権を贈与した理由は、確定判

決を得ても任意に支払をしようとしないＸ

に対する腹いせでＸの妨害をしていると認

定するほかはない。Ｙが正当な対価を支払

ってＤから相殺の自働債権を取得したもの

ではないことに照らすと、Ｙによる本件相

殺は信義則に違反するものとして許されな

い。

眈　以上によれば、ＸのＹに対する建物明渡

請求には理由がないから棄却することと

し、その余の金銭請求には理由があるから

これを全部認容する。

３　まとめ

賃借人が対抗要件を具備した賃借建物の所

有権取得者は、取得と同時に当然に賃貸借を

承継することで判例は固まっている（最判昭

33．９．18、最判39．６．26、最判昭46．４．

23）とされており、本件においても、賃貸借

契約解除の有効性について判断するまでもな

く、競売によって建物所有権を失った原告は

被告に対して、建物の明渡しを求めることは

できないとされた。一方、未払の共益費及び

消費税の支払請求については、原告の支払い

請求額の全額が認められた。消費税・共益費

の取扱についての考え方等、実務上参考にな

る事例と思われる。


